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人 事 課 

 

議案第１２号 

港区職員の退職手当に関する条例の一部改正について 

 

１ 目  的 

雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）及び刑法（明治４０年法律第４５

号）の一部改正に伴い、港区職員の退職手当に関する条例の規定を改めます。 

 

２ 改正内容 

（１）雇用保険法に係る規定 

現行の雇用保険法における「就業手当」は、「就業促進手当」のうち安定

した職業以外の職業に早期再就職した場合の手当として支給されているも

のですが、支給実績や人手不足の状況等を踏まえ、令和７年４月に廃止され

ます。「就業手当」の廃止に伴い、港区職員の退職手当に関する条例におけ

る失業者の退職手当で引用している「就業促進手当」に係る所要の規定を整

備します。 

また、現行の雇用保険法における給付日数の延長等に関する暫定措置が、

令和６年度末から令和８年度末まで継続されることに伴い、地域延長給付

の規定を改めます。 

  【参考】雇用保険法の就業促進手当の概要（現行） 

就業手当 

受給資格者が職業に就いた場合であって、所定給付日数の

３分の１以上かつ４５日以上を残して就業した場合に支

給する手当 

再就職手当 

受給資格者が安定した職業（１年超の雇用見込みのある職

業等）に就いた場合であって、所定給付日数の３分の１以

上を残して再就職した場合に支給する手当 

（２）刑法に係る規定 

現行の刑法における刑罰の懲役と禁錮の大きな違いは、作業の義務の有

無にありましたが、禁錮に処せられた者の大多数が自ら作業に就くことな

どから、懲役及び禁錮が廃止され、これに代わるものとして、拘禁刑が創設

されました。 

これに伴い、港区職員の退職手当に関する条例で引用している文言を改
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めます。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日。ただし、項番２（２）については、同年６月１日 

 

○懲役及び禁錮の廃止 

・懲役は、刑事施設に拘置して 

所定の作業を行わせる。 

・禁錮は、刑事施設に拘置する。 

○拘禁刑の創設 

・拘禁刑は、刑事施設に拘置する。 

・改善更生を図るため、必要な 

作業を行わせ、又は必要な指 

導を行うことができる。 
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